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Ⅰ 地⽅公会計制度について 
 
 
１．新たな会計基準（統⼀的な基準）の導⼊について             
 
 ⼈⼝減少・少⼦⾼齢化が進展し、地⽅財政の状況が厳しさを増す中で、財政の透明
性を⾼め、住⺠や議会等に対する説明責任をより適切に図ることの重要性が⾼まって
きています。こうした中で、財政のマネジメント強化のため、地⽅公会計の整備の促
進を通じた財政の効率化・適正化の推進が進められてきましたが、これまでは財務書
類の作成に関する複数の⽅式が存在しており、団体間での⽐較が困難である等の問題
が指摘されていました。このような問題を受けて、平成２７年１⽉に「統⼀的な基準
による地⽅公会計の整備促進について（総務⼤⾂通知）」が公表され、固定資産台帳の
整備と複式簿記の導⼊を前提とした財務書類の作成に関する統⼀的な基準が⽰され
ました。 
 栗⼭町は平成２６年度決算より統⼀的な基準に基づく財務書類を作成しています
が、財務書類を分析・活⽤し、更なる財政の健全化に向けた取り組みを進めてまいり
ます。 
 
２．対象とする会計・団体の範囲について                       
 
 統⼀的な基準では、⼀般会計及び地⽅公営事業会計以外の特別会計からなる「⼀般
会計等」を基礎とした財務書類、⼀般会計等に地⽅公営事業会計を加えた「全体財務
書類」、全体財務書類に地⽅公共団体の関連団体を加えた「連結財務書類」をあわせて
作成しますが、平成２９年度連結財務書類は、栗⼭町が加⼊する⼀部事務組合や広域
連合等の財務書類の⼀部が未完成（平成３１年２⽉末時点）のため作成していません。 
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【表１：栗⼭町の財務書類における対象会計・団体】 

財
務
書
類
の
区
分 

⼀般会計等 
財務書類 地⽅公営事業会計 

関連団体 
（第三セクターほか） 

全体財務書類 

連結財務書類 

対
象
と
な
る
会
計 

・ ⼀般会計 
・ 北海道介護福祉

学校特別会計 

・ 国⺠健康保険特別
会計 

・ 介護保険特別会計 
・ 後期⾼齢者医療特

別会計 
・ 住宅団地造成事業

特別会計 
・ ⼯業団地造成事業

特別会計 

・ ⽔道事業会計 

・ 下⽔道事業会計 

・ （⼀財）栗⼭農業振
興公社 

・ 南空知ふるさと市町
村圏組合 

・ 南空知消防組合 

・ 南空知葬斎組合 

・ 空知教育センター組

合 

・ 道央廃棄物処理組合 
・ 北海道市町村備荒資

⾦組合 
・ 北海道市町村職員退

職⼿当組合 
・ 北海道市町村総合事

務組合 
・ 北海道町村議会議員

公務災害補償等組合 
・ 北海道後期⾼齢者医

療広域連合 
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３．財務書類に関する説明                                     
 
（１）各財務書類の説明 
 

①  貸借対照表 / Balance Sheet（略称 BS） 
貸借対照表は年度末における栗⼭町の資産や負債、純資産の残⾼を⽰している

財務書類です。資産とは、将来の住⺠に対する⾏政サービスを提供する社会資本
及びその資⾦となるものを⽰しています。負債とは、将来の住⺠に対する負担と
なるものを⽰しています。純資産とは、過去の世代が負担した税⾦や、過去に国・
道から獲得した補助⾦等の余剰（⼜は⽋損）であり、負債とは違って将来の負担と
はならないものを⽰しています。 
 

資 産 
将来の住⺠に対する⾏政サービスを提供する社会資本や資⾦ 
（例：公共施設、道路・公園等の公共インフラ、基⾦、現⾦など） 

負 債 
将来の住⺠に対する負担となるもの 
（例：地⽅債、職員の将来の退職⼿当の⽀給に係る負担など） 

純資産 
過去の世代が負担した税⾦や過去に獲得した補助⾦など将来返済す
る必要のないもの 

 
 
 
 
 
 



4 
 

②  ⾏政コスト計算書 / Profit and Loss Statement（略称 PL） 
⾏政コスト計算書は、⼀会計期間に発⽣した⾏政サービスの提供等に伴う現⾦等

の資産の減少等である費⽤と、⼀会計期間における活動の直接的な成果として獲得
した現⾦等である収益の差額として、⼀会計期間に⽣じた⾏政コストを算定する財
務書類です。 

 

費 ⽤ 

経常費⽤ 
職員給与等の⼈件費、消耗品費や委託料等の物件費
等、補助⾦や社会保障給付費等の移転費⽤などから構
成される、経常的に発⽣する費⽤です。 

臨時損失 災害復旧費など臨時に発⽣する費⽤（損失）です。 

収 益 
経常収益 使⽤料や⼿数料、財産貸付収⼊など経常的に発⽣する

収益です。 

臨時利益 資産の売却により⽣じた利益など臨時に発⽣する収
益です。 

 
③  純資産変動計算書 /Net Worth Statement（略称 NW） 

純資産変動計算書は、過去の世代が負担した税⾦や国・道から獲得した補助⾦等
の余剰を⽰す純資産が平成２９年度にどのように増減したかを⽰しています。 

 

純 資 産 過去の世代が負担した税⾦等や国・道等から獲得した補助⾦等の
余剰の蓄積残⾼。 

固定資産等 
形 成 分 

純資産のうち固定資産等の取得のために充当した分を⽰してお
り、資産形成を⾏った資産の貸借対照表上の残⾼と整合します。 

余 剰 分 地⽅公共団体が費消可能な資源の蓄積をいい、流動資産（基⾦・
貸付⾦を除く）から負債を控除した額と⼀致します。 
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④  資⾦収⽀計算書 /Cash Flow Statement（略称 CF） 
資⾦収⽀計算書は１年間の資⾦の増減を、その収⽀の内容に応じて、業務活動収

⽀、投資活動収⽀、財務活動収⽀に区分して⽰した財務書類です。 
 これにより、どのような事業や活動にどの程度の資⾦が費消され、その財源とし
てどのような収⼊があったかを把握することができます。 

 

業務活動収⽀ ⼈件費や物件費等の⽀出のように毎年度継続的に発⽣する⽀出
と関連する収⼊ 

投資活動⽀出 固定資産の取得や基⾦の積⽴等、将来に向けた投資に関連する⽀
出と関連する収⼊ 

財務活動収⽀ 地⽅債の発⾏や償還等の地⽅公共団体の財務活動に関連する収
⽀ 

 
 
（２）４つの財務書類の相関関係 
 

図１は、平成２９年度における財務書類の関連性を⽰しています。 
財務書類の間には以下のような関係があり図中の⽮印は⼀致する部分を⽰して

います。 
 
① 貸借対照表の資産のうち「現⾦預⾦」の⾦額は、資⾦収⽀計算書の本年度末

残⾼に本年度末歳計外現⾦残⾼を⾜したものと対応。 
② 貸借対照表の「純資産」の⾦額は、資産と負債の差額として計算され、純資

産変動計算書の期末残⾼と対応。 
③ ⾏政コスト計算書の「純⾏政コスト」の⾦額は、純資産変動計算書に記載。 
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【図１：財務書類の相関関係】 

 

 
※⾦額は⼀般会計等財務書類より（端数処理の関係により図中の単純合計は⼀致しません） 

 
 



7 
 

Ⅱ 平成２９年度の決算状況 
 
 
１．平成２９年度⼀般会計等財務書類の概要                
 
（１）貸借対照表（H30.3.31 現在） 
 

表２の貸借対照表は栗⼭町の⼀般会計等（⼀般会計＋北海道介護福祉学校特別
会計）における資産の保有状況や抱えている借⾦等の負債の残⾼を⽰しています。 

平成 29 年度末の資産合計額は 30,891 百万円であり、このうち公共施設や道
路・公園等の公共インフラを中⼼とする有形固定資産は 27,867 百万円であり、資
産全体の約 90％を占めています。平成 28 年度末に⽐べて有形固定資産の残⾼は
1,868 百万円増加しました。これは公営住宅（曙団地）の新築など、新規施設の整
備による資産の増加が主な理由です。 

将来の負担となる負債合計は平成 29 年度末で 12,477 百万円であり、このうち
地⽅債（1 年内償還予定地⽅債を含む）の残⾼は 10,854 百万円であり、負債全体
の約 87％を占めています。平成 29 年度は地⽅債の発⾏額よりも償還額が多かっ
たため、平成 28 年度末に⽐べて地⽅債（1 年内償還予定地⽅債を含む）の残⾼は
113 百万円減少しました。 

純資産の残⾼は平成 29 年度末で 18,414 百万円、資産合計 30,891 万円の約 60％
を占めています。これは町の⼀般会計等が保有する資産のうち約 60％は過去に獲
得した税⾦や補助⾦等により取得したものであることを⽰しています。 
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【表２：貸借対照表（⼀般会計等）】              （単位：百万円） 

※端数処理の関係により表中の合計及び増減は⼀致しない場合があります。詳細は「⼀般会計等・ 

全体会計財務書類⼀覧」によりご確認下さい。 

 
 

H28 H29 増減 H28 H29 増減

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 27,755 29,693 1,938 固定負債 11,405 11,193 △212

有形固定資産 25,998 27,867 1,868 地⽅債 9,950 9,761 △189

無形固定資産 62 50 △13 ⻑期未払⾦ 41 38 △3

投資その他の資産 1,695 1,777 82 退職⼿当引当⾦ 1,358 1,338 △20

投資及び出資⾦ 898 970 72 損失補償等引当⾦ - - -

投資損失引当⾦ - - - その他 56 57 0

⻑期延滞債権 138 125 △13 流動負債 1,211 1,284 73

⻑期貸付⾦ - - - １年内償還予定地⽅債 1,017 1,093 76

基⾦ 541 564 23 未払⾦ 21 23 2

その他 124 125 1 未払費⽤ - - -

徴収不能引当⾦ △6 △6 △0 前受⾦ - - -

流動資産 1,503 1,198 △305 前受収益 - - -

現⾦預⾦ 450 267 △183 賞与等引当⾦ 79 78 △0

未収⾦ 48 13 △36 預り⾦ 94 89 △5

短期貸付⾦ - - - その他 - - -

基⾦ 640 694 53 12,616 12,477 △139

棚卸資産 93 72 △22 【純資産の部】

その他 273 154 △119 固定資産等形成分 28,395 30,387 1,992

徴収不能引当⾦ △2 △1 1 余剰分（不⾜分） △11,754 △11,973 △219

16,642 18,414 1,772

29,258 30,891 1,633 29,258 30,891 1,633

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

科⽬ 科⽬

負債合計
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（２）⾏政コスト計算書及び純資産変動計算書（H29.4.1〜H30.3.31） 
 

表３はわかりやすくするために、⾏政コスト計算書と純資産変動計算書を結合
して⽰したものです。この書類からは平成 29 年度の 1 年間に町の⼀般会計等が
町⺠に対する様々な⾏政サービスを提供するためにどの程度の費⽤が発⽣し、発
⽣したコストはどのような収⼊によって賄われているか等を把握することができ
ます。また、その結果として、過去に獲得した税⾦や補助⾦等の余剰である純資
産がどのように増減したかも把握することができます。 

平成 29 年度に発⽣した⾏政サービスの提供等に要する経常的な費⽤として
7,672 百万円が発⽣し、このうち町⺠が使⽤料や⼿数料等の形で直接的に負担し
た額や預⾦利息等の合計 345 百万円が費⽤に係る直接的な財源とされました。 

この他に災害復旧費等の臨時損失 650 百万円が発⽣した結果、1 年間に発⽣し
た純⾏政コストは 7,973 百万円でした。この⾏政コストには税収等 5,096 百万円、
国県等補助⾦ 1,781 百万円が財源とされましたが、1,095 百万円不⾜したため、
不⾜分は過年度から引き継いだ資産により賄われました。 

これらの他、無償で取得した等の要因で固定資産が 2,854 百万円増加した結果、
過去に獲得した税⾦や補助⾦等の余剰である純資産は 1 年間に 1,772 百万円増加
し、年度末の残⾼は 18,414 百万円となりました。   
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【表３：⾏政コスト計算書及び純資産変動計算書（⼀般会計等）】 （単位：百万円） 

※端数処理の関係により表中の合計及び増減は⼀致しない場合があります。詳細は「⼀般会計等・ 

全体会計財務書類⼀覧」によりご確認下さい。 

 
 

H28 H29 増減

経常費⽤ 8,346 7,672 △674
業務費⽤ 4,514 4,197 △317

⼈件費 1,333 1,270 △63
物件費等 3,050 2,815 △235
その他の業務費⽤ 130 112 △18

移転費⽤ 3,832 3,475 △357
補助⾦等 2,720 2,321 △399
社会保障給付 763 793 31
他会計への繰出⾦ 345 354 9
その他 5 7 2

経常収益 322 345 23
使⽤料及び⼿数料 222 229 7
その他 100 116 16

純経常⾏政コスト △8,024 △7,327 697
臨時損失 151 650 500
臨時利益 0 5 5

純⾏政コスト △8,175 △7,973 202
財源 7,560 6,878 △682

税収等 5,218 5,096 △122
国県等補助⾦ 2,341 1,781 △560

本年度差額 △615 △1,095 △480
資産評価差額 △73 14 87
無償所管換等 △8,287 2,854 11,141
その他 592 - △592
本年度純資産変動額 △8,383 1,772 10,156

前年度末純資産残⾼ 25,025 16,642 △8,383
本年度末純資産残⾼ 16,642 18,414 1,772

科⽬
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（３）資⾦収⽀計算書（H29.4.1〜H30.3.31） 
 

表４の資⾦収⽀計算書は平成 29 年度にどのような活動で資⾦の出⼊りがあっ
たかを⽰しています。⽇常的な⾏政サービスの提供等に関連する⽀出とその財源
である業務活動収⽀について、⽀出⾯では⼈件費や物件費等の⾏政サービスに関
連する業務費⽤⽀出が 2,891 百万円、補助⾦や社会保障給付費等の移転費⽤⽀出
が 3,475 百万円発⽣しました。なお、移転費⽤⽀出は平成 28 年度に⽐べて 357 百
万円減少していますが、これは平成 28 年度に⽀出した種⾺鈴しょ処理調製施設
整備事業補助⾦ 516 百万円が平成 29 年度にはなかった等の要因により、補助⾦
等⽀出が 399 百万円減少していることが主な要因です。 

収⼊⾯では税⾦や補助⾦等による業務収⼊が 6,947 百万円あり、結果として業
務活動収⽀は 580 百万円のプラスとなりました。なお、業務収⼊は平成 28 年度
に⽐べて 659 百万円減少していますが、これは国や北海道からの補助⾦収⼊が
622 百万円減少したことが主な要因です。 

固定資産の取得等の投資活動に係る⽀出と関連する収⼊の差引である投資活動
収⽀は△645 百万円、地⽅債の発⾏と償還等を⽰す財務活動収⽀は△113 百万円
となり、平成 29 年度の資⾦収⽀額は 179 百万円の⾚字となりました。 

結果として、平成 29 年度末の現⾦預⾦残⾼は歳計外現⾦残⾼を含めて 267 百
万円となりました。 
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【表４：資⾦収⽀計算書（⼀般会計等）】            （単位：百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※端数処理の関係により表中の合計及び増減は⼀致しない場合があります。詳細は「⼀般会計等・ 

全体会計財務書類⼀覧」によりご確認下さい。 

 
 

H28 H29 増減

【業務活動収⽀】
業務⽀出 6,894 6,367 △527

業務費⽤⽀出 3,061 2,891 △170
移転費⽤⽀出 3,832 3,475 △357

業務収⼊ 7,606 6,947 △659
臨時⽀出 47 1 △46

災害復旧事業費⽀出 47 1 △46
その他の⽀出 - - -

臨時収⼊ 16 - △16
業務活動収⽀ 682 580 △102
【投資活動収⽀】 0

投資活動⽀出 1,060 1,336 276
投資活動収⼊ 489 690 202

投資活動収⽀ △571 △645 △74
【財務活動収⽀】 0

財務活動⽀出 966 1,017 51
財務活動収⼊ 47 904 858

財務活動収⽀ 47 △113 △160
本年度資⾦収⽀額 157 △179 △336
前年度末資⾦残⾼ 143 300 157
本年度末資⾦残⾼ 300 121 △179

前年度末歳計外現⾦残⾼ 1 150 149
本年度歳計外現⾦増減額 149 △4 △154
本年度末歳計外現⾦残⾼ 150 145 △4
本年度末現⾦預⾦残⾼ 450 267 △183

科⽬
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２．平成２９年度全体財務書類の概要                 
 
（１）貸借対照表（H30.3.31 現在） 
 

表 5 の貸借対照表は栗⼭町の全体会計における資産の保有状況や抱えている借
⾦等の負債の残⾼を⽰しています。 

平成 29 年度末の資産合計額は 44,782 百万円であり、このうち公共施設や道
路・公園・上下⽔道等の公共インフラを中⼼とする有形固定資産は 41,137 百万円
であり、資産全体の約 92％を占めています。平成 28 年度末に⽐べて有形固定資
産の残⾼は 1,896 百万円増加しました。これは公営住宅（曙団地）の新築など、
新規施設の整備による資産の増加が主な理由です。現⾦や基⾦等で構成されてい
る流動資産は 2,308 百万円であり、平成 28 年度末に⽐べて 334 百万円減少して
います。これは現⾦預⾦が 195 百万円減少したほか、北海道市町村備荒資⾦組合
への積⽴⾦を 120 百万円取り崩したことが主な要因です。 

将来の負担となる負債合計は平成 29 年度末で 24,469 百万円であり、このうち
地⽅債（1 年内償還予定地⽅債を含む）の残⾼は 16,807 百万円であり、負債全体
の約 69％を占めています。平成 29 年度は地⽅債の発⾏額よりも償還額が多かっ
たため、平成 28 年度末に⽐べて地⽅債（1 年内償還予定地⽅債を含む）の残⾼は
432 百万円減少しました。 

純資産の残⾼は平成 29 年度末で 20,313 百万円、資産合計 44,782 万円の約 45％
を占めています。これは栗⼭町が保有する資産のうち約 45％は過去に獲得した税
⾦や補助⾦等により取得したものであることを⽰しています。 
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【表 5：貸借対照表（全体会計）】              （単位：百万円） 

※端数処理の関係により表中の合計及び増減は⼀致しない場合があります。詳細は「⼀般会計等・ 

全体会計財務書類⼀覧」によりご確認下さい。 

 
 
 

H28 H29 増減 H28 H29 増減

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 40,558 42,474 1,916 固定負債 22,842 22,419 △423

有形固定資産 39,241 41,137 1,896 地⽅債 15,493 15,007 △486

無形固定資産 66 55 △11 ⻑期未払⾦ 41 38 △3

投資その他の資産 1,251 1,282 31 退職⼿当引当⾦ 1,358 1,338 △20

投資及び出資⾦ 105 104 △1 損失補償等引当⾦ - - -

投資損失引当⾦ - - - その他 5,950 6,037 87

⻑期延滞債権 213 185 △27 流動負債 1,962 2,049 88

⻑期貸付⾦ - - - １年内償還予定地⽅債 1,746 1,800 54

基⾦ 820 879 60 未払⾦ 37 77 40

その他 124 125 1 未払費⽤ - - -

徴収不能引当⾦ △10 △11 △1 前受⾦ 0 0 △0

流動資産 2,642 2,308 △334 前受収益 - - -

現⾦預⾦ 1,241 1,047 △195 賞与等引当⾦ 84 83 △1

未収⾦ 136 81 △55 預り⾦ 94 89 △5

短期貸付⾦ - - - その他 0 0 △0

基⾦ 640 694 53 24,804 24,469 △335

棚卸資産 361 340 △22 【純資産の部】 -

その他 273 154 △119 固定資産等形成分 41,198 43,168 1,969

徴収不能引当⾦ △10 △7 3 余剰分（不⾜分） △22,802 △22,854 △53

- 18,397 20,313 1,917

43,200 44,782 1,582 43,200 44,782 1,582

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

科⽬ 科⽬

負債合計
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（２）⾏政コスト計算書及び純資産変動計算書（H29.4.1〜H30.3.31） 
 

表 6 はわかりやすくするために、⾏政コスト計算書と純資産変動計算書を結合
して⽰したものです。 

平成 29 年度に発⽣した⾏政サービスの提供等に要する経常的な費⽤として
11,257 百万円が発⽣し、このうちサービスの受益者である町⺠が使⽤料や⼿数料
等の形で直接的に負担した額や預⾦利息等の合計 1,135 百万円が費⽤に係る直接
的な財源とされました。なお、経常費⽤が平成 28 年度に⽐べて 947 百万円減少
していますが、これは平成 28 年度に⽀出した種⾺鈴しょ処理調製施設整備事業
補助⾦ 516 百万円が平成 29 年度にはなかった等の要因により、補助⾦等が 746
百万円減少していることが主な要因です。 

この他に災害復旧費等の臨時損失 650 百万円が発⽣した結果、1 年間に発⽣し
た⾏政コストは 10,768 百万円でした。この⾏政コストには税収等 6,985 百万円、
国県等補助⾦ 2,759 百万円が財源とされましたが、1,024 百万円不⾜していまし
た。不⾜分は過年度から引き継いだ資産により賄われています。 

これらに、無償で取得した等の要因で固定資産が 2,941 百万円増加した結果、
過去に獲得した税⾦や補助⾦等の余剰である純資産は 1 年間に 1,917 百万円増加
し、年度末の残⾼は 20,313 百万円となりました。 
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【表 6：⾏政コスト計算書及び純資産変動計算書（全体会計）】  （単位：百万円） 

※端数処理の関係により表中の合計及び増減は⼀致しない場合があります。詳細は「⼀般会計等・ 

全体会計財務書類⼀覧」によりご確認下さい。 

 
 
 

H28 H29 増減

経常費⽤ 12,204 11,257 △947
業務費⽤ 5,428 5,195 △233

⼈件費 1,403 1,338 △65
物件費等 3,636 3,423 △213
その他の業務費⽤ 389 434 45

移転費⽤ 6,776 6,062 △714
補助⾦等 6,007 5,261 △747
社会保障給付 763 794 31
その他 5 7 2

経常収益 1,083 1,135 52
使⽤料及び⼿数料 786 800 14
その他 297 335 38

純経常⾏政コスト △11,121 △10,122 999
臨時損失 151 650 500
臨時利益 0 5 5

純⾏政コスト △11,272 △10,768 504
財源 10,845 9,744 △1,101

税収等 7,515 6,985 △529
国県等補助⾦ 3,330 2,759 △572

本年度差額 △427 △1,024 △597
資産評価差額 △73 14 87
無償所管換等 △8,287 2,927 11,214
その他 △126 - 126
本年度純資産変動額 △8,913 1,917 10,830

前年度末純資産残⾼ 27,310 18,397 △8,913
本年度末純資産残⾼ 18,397 20,313 1,917

科⽬
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（３）資⾦収⽀計算書（H29.4.1〜H30.3.31） 
 

表 7 の資⾦収⽀計算書は平成 29 年度にどのような活動で資⾦の出⼊りがあっ
たかを⽰しています。⽇常的な⾏政サービスの提供等に関連する⽀出とその財源
である業務活動収⽀について、⽀出⾯では⼈件費や物件費等の直接的な⾏政サー
ビスに関連する業務費⽤⽀出が 3,323 百万円、負担⾦・補助⾦や社会保障給付費
等の移転費⽤⽀出が 6,062 百万円発⽣しました。なお、移転費⽤⽀出は平成 28 年
度に⽐べて 714 百万円減少していますが、これは平成 28 年度に⽀出した種⾺鈴
しょ施設整備⽀援のための補助⾦ 516 百万円が平成 29 年度にはなかった等の要
因により、補助⾦等⽀出が 746 百万円減少していることが主な要因です。 

収⼊⾯では税⾦・上下⽔道使⽤料や補助⾦等による業務収⼊が 10,423 百万円
あり、結果として業務活動収⽀は 1,038 百万円のプラスとなりました。 

固定資産の取得等の投資活動に係る⽀出と関連する収⼊の差引である投資活動
収⽀は△796 百万円、地⽅債の発⾏と償還等を⽰す財務活動収⽀は△432 百万円
となり、平成 29 年度の資⾦収⽀額は 190 百万円の⾚字となりました。 

結果として、平成 29 年度末の現⾦預⾦残⾼は歳計外現⾦残⾼を含めて 1,047 百
万円となりました。 
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【表 7：資⾦収⽀計算書（全体会計）】             （単位：百万円） 

※端数処理の関係により表中の合計及び増減は⼀致しない場合があります。詳細は「⼀般会計等・ 

全体会計財務書類⼀覧」によりご確認下さい。 

 
 

H28 H29 増減

【業務活動収⽀】
業務⽀出 10,241 9,385 △856

業務費⽤⽀出 3,465 3,323 △142
移転費⽤⽀出 6,776 6,062 △714

業務収⼊ 11,472 10,423 △1,048
臨時⽀出 47 1 △46

災害復旧事業費⽀出 47 1 △46
その他の⽀出 - - -

臨時収⼊ 16 0 △16
業務活動収⽀ 1,200 1,038 △162
【投資活動収⽀】 0

投資活動⽀出 1,482 1,622 140
投資活動収⼊ 550 826 276

投資活動収⽀ △932 △796 136
【財務活動収⽀】 0

財務活動⽀出 1,710 1,746 36
財務活動収⼊ 1,617 1,314 △303

財務活動収⽀ △93 △432 △339
本年度資⾦収⽀額 175 △190 △366
前年度末資⾦残⾼ 916 1,092 175
本年度末資⾦残⾼ 1,092 901 △190

前年度末歳計外現⾦残⾼ 1 150 149
本年度歳計外現⾦増減額 149 △4 △154
本年度末歳計外現⾦残⾼ 150 145 △4
本年度末現⾦預⾦残⾼ 1,241 1,047 △195

科⽬
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３．財務書類の分析                      
 
 栗⼭町の財務書類をよりよく理解するため、表 8 の分析を⾏いました。 

なお、分析に当たっては以下の視点から実施しました。 
 
【表 8：分析の視点】 

分析の視点 住⺠等のニーズ 利⽤した指標 

資 産 形 成 度 将来世代に残る資産はどのくらい
か 

・ 町⺠ 1 ⼈当たり資産額 
・ 有形固定資産減価償却

率 

世代間公平性 将来世代と現世代との負担の分担
は適切か 

・ 純資産⽐率 
・ 社会資本形成の世代間

負担⽐率 

持 続 可 能 性 財政に持続可能性があるか 

・ 町⺠ 1 ⼈当たり負債額 
・ 実質純資産⽐率 
・ 負債⽐率 
・ 基礎的財政収⽀ 

効 率 性 ⾏政サービスは効率的に提供され
ているか 

・ 町⺠ 1 ⼈当たり⾏政コ
スト 

弾 ⼒ 性 資産形成を⾏う余裕はどのくらい
あるか 

・ ⾏政コスト対税収⽐率 

⾃ 律 性 歳⼊はどのくらい税⾦等でまかな
われているか 

・ 受益者負担割合 
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分析結果 
 
①町⺠ 1 ⼈当たりの状況【資産形成度、持続可能性、効率性】 

 
※⼈⼝は１０⽉１⽇時点（住⺠基本台帳） 

 
 
②有形固定資産減価償却率【資産形成度】 
 

＜算定式＞ 
有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額÷取得価額 

 
有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を⽰

す指標です。この指標により、有形固定資産の耐⽤年数に対して資産の取得からど
の程度経過しているのかを全体として把握することができます。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

H28 H29 H28 H29
⼈⼝ 12,351⼈ 12,098⼈ 12,351⼈ 12,098⼈
資産 2,368,856円/⼈ 2,553,417円/⼈ 3,497,724円/⼈ 3,701,603円/⼈
負債 1,021,454円/⼈ 1,031,334円/⼈ 2,008,241円/⼈ 2,022,537円/⼈
純資産 1,347,402円/⼈ 1,522,083円/⼈ 1,489,484円/⼈ 1,679,067円/⼈
純⾏政コスト 661,856円/⼈ 659,004円/⼈ 912,627円/⼈ 890,028円/⼈
純経常⾏政コスト 649,652円/⼈ 605,619円/⼈ 900,423円/⼈ 836,644円/⼈
⼈件費 107,966円/⼈ 104,983円/⼈ 113,582円/⼈ 110,619円/⼈
物件費 116,849円/⼈ 117,717円/⼈ 121,755円/⼈ 123,046円/⼈
移転費⽤ 310,294円/⼈ 287,263円/⼈ 548,585円/⼈ 501,037円/⼈

⼀般会計等 全体

H28 H29
⼀般 60.8% 57.5%
全体 53.2% 51.0%
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③純資産⽐率【世代間公平性】 
 

＜算定式＞ 
純資産⽐率＝純資産÷資産 

 
資産のうち、償還義務のない純資産の割合を⽰しており、この⽐率が⾼いほど財

政状況が健全であるといえます。 
 

 
 
 

 
 
④社会資本形成の世代間負担⽐率【世代間公平性】 
 

＜算定式＞ 
社会資本形成の世代間負担⽐率＝地⽅債合計残⾼÷有形固定資産 

 
有形固定資産を地⽅債等の発⾏によってどれくらい調達したかを⽰す指標です。

この指標が⾼いほど将来世代の負担する割合が⾼いといえます。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

H28 H29
⼀般 56.9% 59.6%
全体 42.6% 45.4%

H28 H29
⼀般 42.2% 39.0%
全体 43.9% 40.9%
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⑤実質純資産⽐率【持続可能性】 
 

＜算定式＞ 
実質純資産⽐率＝（純資産−インフラ資産）÷（資産−インフラ資産） 

 
道路や公園、上下⽔道のような⼀般的な経済取引にはなじまないインフラ資産の

価値をゼロと仮定した場合の純資産⽐率であり、⺠間企業の⾃⼰資本⽐率に類似す
る指標です。この⽐率がマイナスになると、負債の担保となる資産が実質的に存在
しないことを表しています。 

    
 
 
 

 
 
⑥負債⽐率【持続可能性】 
 

＜算定式＞ 
負債⽐率＝負債÷純資産 

 
純資産に対する負債の⽐率を表すもので、この指標が低いほど財政状況が健全で

あるといえます。 
 

 
 
 

 
 
 
 

H28 H29
⼀般 75.8% 67.8%
全体 134.8% 120.5%

H28 H29
⼀般 23.2% 20.4%
全体 △ 44.7% △ 50.0%
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⑦基礎的財政収⽀（プライマリーバランス）【持続可能性】 
 

＜算定式＞ 
基礎的財政収⽀=業務活動収⽀+投資活動収⽀+⽀払利息 

 
資⾦収⽀計算書上の業務活動収⽀（⽀払利息⽀出を除く）及び投資活動収⽀の合

算額を算出することにより、地⽅債等の元利償還額を除いた歳出と、地⽅債等発⾏
収⼊を除いた歳⼊のバランスを⽰す指標となります。本町においては、基礎的財政
収⽀はプラスになっており、地⽅債の発⾏を抑制し、地⽅債の償還を順調に⾏い、
堅調な財政運営を継続しています。 

 
 
 
 
 

 
 
⑧⾏政コスト対税収等⽐率【弾⼒性】 
 

＜算定式＞ 
⾏政コスト対税収等⽐率＝純⾏政コスト÷税収等 

 
税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない⾏政コストに費消されたかを⽰す

指標です。この⽐率が 100％に近づくほど資産形成の余裕はなく、100％を超えると、
過去から蓄積した資産を取り崩しているといえます。  

     
 
 
 

 
 
 

H28 H29
⼀般 156.7% 156.4%
全体 150.0% 154.1%

H28 H29
⼀般 215百万円 22百万円
全体 477百万円 410百万円
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⑨受益者負担⽐率【⾃律性】 
 

＜算定式＞ 
受益者負担⽐率＝経常費⽤÷経常収益 

 
⾏政コスト計算書の経常収益は、使⽤料や⼿数料など⾏政サービスの提供を受け

たり、施設を利⽤した場合などの徴収される料⾦等の直接の受益者負担を表します。
経常収益の⾏政コストに対する割合を算定することにより、経常⾏政コストがどの
程度受益者の負担で賄われているかがわかります。 

    
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H28 H29
⼀般 3.9% 4.5%
全体 8.9% 10.1%
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Ⅲ 参考：財務書類の主な科⽬説明 
 
 
（１）貸借対照表 
 

科  ⽬ 説  明 

資産の部 
過去の事象の結果として、特定の会計主体が⽀配するものであって、
将来の経済的便益が当該会計主体に流⼊すると期待される資源、ま
たは当該会計主体の⽬的に直接もしくは間接的に資する潜在的なサ
ービス提供能⼒を伴うもの。 

固定資産 「有形固定資産」、「無形固定資産」及び「投資その他の資産」に分
類。 

有形固定資産 「有形固定資産」、「無形固定資産」及び「投資その他の資産」に分
類。 

事業⽤資産 
「⼟地」、「⽴⽊⽵」、「建物」、「⼯作物」、「船舶」、「浮標等」、
「航空機」、「その他」及び「建設仮勘定」などインフラ資産及び物
品以外の有形固定資産。 

インフラ資産 

システムまたはネットワークの⼀部であること、性質が特殊なもの
であり代替的利⽤ができないこと、移動させることができないこと、
処分に関し制約を受けることといった特徴の⼀部またはすべてを有
するもの。 
具体的には、「⼟地」、「建物」、「⼯作物」、「その他」及び「建
設仮勘定」に分類。 

投資その他の資産 「投資及び出資⾦」、「投資損失引当⾦」、「⻑期延滞債権」、「⻑
期貸付⾦」、「基⾦」、「その他」及び「徴収不能引当⾦」に分類。 

流動資産 「現⾦預⾦」、「未収⾦」、「短期貸付⾦」、「基⾦」、「棚卸資産」、
「その他」及び「徴収不能引当⾦」に分類。 

現⾦預⾦ 現⾦及び預⾦の年度末残⾼。決算書の歳⼊歳出差引額及び歳計外現
⾦の合算。 

未収⾦ 現年調定現年収⼊未済の収益及び財源。 
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科  ⽬ 説  明 

基⾦ 「財政調整基⾦」及び「減債基⾦」の残⾼。 

負債の部 
過去の事象から発⽣した、特定の会計主体の現在の義務であって、
これを履⾏するためには経済的便益を伴う資源が当該会計主体から
流出し、または当該会計主体の⽬的に直接もしくは間接的に資する
潜在的なサービス提供能⼒の低下を招くことが予想されるもの。 

固定負債 「地⽅債」、「⻑期未払⾦」、「退職⼿当引当⾦」、「損失補償等引
当⾦」及び「その他」に分類。 

地⽅債 発⾏した地⽅債のうち、償還予定が１年超のもの。 

退職⼿当引当⾦ 退職⼿当のうち既に労働提供が⾏われている部分について、期末 
要⽀給額⽅式で算定したものを計上。 

損失補償等引当⾦ 
履⾏すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地⽅公共団
体の財政の健全化に関する法律上、将来負担⽐率の算定に含めた将
来負担額を計上。 

流動負債 「１年内償還予定地⽅債」、「未払⾦」、「未払費⽤」、「前受⾦」、
「前受収益」、「賞与等引当⾦」、「預り⾦」及び「その他」に分類。 

１年内償還予定地
⽅債 地⽅債のうち、１年以内に償還予定のもの。 

未払⾦ 基準⽇時点までに⽀払義務発⽣の原因が⽣じており、その⾦額が確
定し、または合理的に⾒積もることができるもの。 

純資産の部 
資産から負債を控除した正味の資産をいい、租税等の拠出及び当該
会計主体の活動等によって獲得された余剰（または⽋損）の蓄積残
⾼。 

固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積。 

余剰分（不⾜分） 地⽅公共団体の費消可能な資源の蓄積。 
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（２）⾏政コスト計算書 
 

科  ⽬ 説  明 

費⽤ ⼀会計期間中の活動のために費消された、資産の流出もしくは減
損、または負債の発⽣の形による経済的便益またはサービス提供能
⼒の減少であって、純資産の減少原因になるもの。 

経常費⽤ 費⽤の定義に該当するもののうち、毎会計年度、経常的に発⽣する
もの。 

業務費⽤ 「⼈件費」、「物件費等」及び「その他の業務費⽤」に分類。 

⼈件費 「職員給与費」、「賞与等引当⾦繰⼊額」、「退職⼿当引当⾦繰⼊
額」及び「その他」に分類。 

職員給与費 職員等に対して勤労の対価や報酬として⽀払われる費⽤。 

賞与等引当⾦繰⼊
額 

賞与等引当⾦の当該会計年度発⽣額。 

退職⼿当引当⾦繰
⼊額 

退職⼿当引当⾦の当該会計年度発⽣額。 

物件費等 「物件費」「維持補修費」「減価償却費」及び「その他」に分類。 

物件費 職員旅費、委託料、消耗品や備品購⼊費といった消費的性質の経費。 

維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費等。 

減価償却費 ⼀定の耐⽤年数に基づき計算された当該会計期間中の負担となる
資産価値減少⾦額。 

その他の業務費⽤ 「⽀払利息」、「徴収不能引当⾦繰⼊額」及び「その他」に分類。 

⽀払利息 地⽅公共団体が発⾏している地⽅債等に係る利息負担⾦額。 

移転費⽤ 「補助⾦等」、「社会保障給付」、「他会計への繰出⾦」及び「そ
の他」に分類。 
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科  ⽬ 説  明 

補助⾦等 政策⽬的による補助⾦等。 

社会保障給付 社会保障給付としての扶助費等。 

他会計への繰出⾦ 地⽅公営事業会計に対する繰出⾦。 

収益 ⼀会計期間中における活動の成果として、資産の流⼊もしくは増
加、または負債の減少の形による経済的便益またはサービス提供能
⼒の増加であって、純資産の増加原因になるもの。 

経常収益 収益の定義に該当するもののうち、毎会計年度、経常的に発⽣する
もの。 

使⽤料及び⼿数料 ⾏政活動として⼀定の財・サービスを提供する場合に、当該財・サ
ービスの対価として使⽤料・⼿数料の形態で徴収する⾦銭。 

臨時損失 費⽤の定義に該当するもののうち、臨時に発⽣するもの。 

臨時利益 発⾏した地⽅債のうち、償還予定が１年超のもの。 

 
 
（３）純資産変動計算書 
 

科  ⽬ 説  明 

純⾏政コスト ⾏政コスト計算書の収⽀尻である純⾏政コストと連動する。 

財源 「税収等」及び「国県等補助⾦」に分類。 

税収等 地⽅税、地⽅交付税及び地⽅譲与税等をいう。 

国県等補助⾦ 国庫⽀出⾦及び都道府県⽀出⾦等。 

固定資産等の変動
（内部変動） 

「有形固定資産等の増加」、「有形固定資産等の減少」、「貸付⾦・
基⾦等の増加」及び「貸付⾦・基⾦等の減少」に分類。 
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科  ⽬ 説  明 

有形固定資産等の
増加 

有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加額ま
たは有形固定資産及び無形固定資産の形成のために⽀出したもの。 

有形固定資産等の
減少 

有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却に
よる減少額または有形固定資産及び無形固定資産の売却収⼊（元本
分）、除却相当額及び⾃⼰⾦融効果を伴う減価償却費相当額。 

貸付⾦・基⾦等の
増加 

貸付⾦・基⾦等の形成による保有資産の増加額または新たな貸付
⾦・基⾦等のために⽀出した⾦額。 

貸付⾦・基⾦等の
減少 

貸付⾦の償還及び基⾦の取崩等による減少額または貸付⾦の償還
収⼊及び基⾦の取崩収⼊相当額等。 

資産評価差額 有価証券等の評価差額。 

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等。 

 
 
（４）資⾦収⽀計算書 
 

科  ⽬ 説  明 

業務活動収⽀ 「業務⽀出」、「業務収⼊」、「臨時⽀出」及び「臨時収⼊」に分
類。 

業務⽀出 「業務費⽤⽀出」及び「移転費⽤⽀出」に分類。 

業務費⽤⽀出 「⼈件費⽀出」、「物件費等⽀出」、「⽀払利息⽀出」及び「その
他の⽀出」に分類。 

⼈件費⽀出 ⼈件費に係る⽀出。 

物件費等⽀出 物件費等に係る⽀出。 

⽀払利息⽀出 地⽅債等に係る⽀払利息の⽀出。 
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科  ⽬ 説  明 

移転費⽤⽀出 「補助⾦等⽀出」、「社会保障給付⽀出」、「他会計への繰出⽀出」
及び「その他の⽀出」に分類。 

補助⾦等⽀出 補助⾦等に係る⽀出。 

社会保障給付⽀出 社会保障給付に係る⽀出。 

他会計への繰出⽀
出 

他会計への繰出に係る⽀出。 

業務収⼊ 「税収等収⼊」、「国県等補助⾦収⼊」、「使⽤料及び⼿数料収⼊」
及び「その他の収⼊」に分類。 

税収等収⼊ 税収等の収⼊。 

国県等補助⾦収⼊ 国県等補助⾦のうち、業務⽀出の財源に充当した収⼊。 

使⽤料及び⼿数料
収⼊ 

使⽤料及び⼿数料の収⼊。 

投資活動収⽀ 「投資活動⽀出」及び「投資活動収⼊」に分類。 

投資活動⽀出 「公共施設等整備費⽀出」、「基⾦積⽴⾦⽀出」、「投資及び出資
⾦⽀出」、「貸付⾦⽀出」及び「その他の⽀出」に分類。 

公共施設等整備費
⽀出 

有形固定資産等の形成に係る⽀出。 

基⾦積⽴⾦⽀出 基⾦積⽴に係る⽀出。 

投資及び出資⾦⽀
出 

投資及び出資⾦に係る⽀出。 

貸付⾦⽀出 貸付⾦に係る⽀出。 

投資活動収⼊ 「国県等補助⾦収⼊」、「基⾦取崩収⼊」、「貸付⾦元⾦回収収⼊」、
「資産売却収⼊」及び「その他の収⼊」に分類。 

国県等補助⾦収⼊ 国県等補助⾦のうち、投資活動⽀出の財源に充当した収⼊。 
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科  ⽬ 説  明 

基⾦取崩収⼊ 基⾦取崩による収⼊。 

貸付⾦元⾦回収収
⼊ 

貸付⾦に係る元⾦回収収⼊。 

資産売却収⼊ 資産売却による収⼊。 

財務活動収⽀ 「財務活動⽀出」及び「財務活動収⼊」に分類。 

財務活動⽀出 「地⽅債償還⽀出」及び「その他の⽀出」に分類。 

地⽅債償還⽀出 地⽅債に係る元本償還の⽀出。 

財務活動収⼊ 「地⽅債発⾏収⼊」及び「その他の収⼊」に分類。 

地⽅債発⾏収⼊ 地⽅債発⾏による収⼊。 

 


